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宮城県農業土木工事共通仕様書 一部改定新旧対照表 （令和２年１０月）
（下線の部分は改定部分）

＜ 改正後（令和2年10月） ＞ ＜ 現 行（令和元年10月） ＞ ＜ 備 考 ＞

第１編 共通編 第１編 共通編
第１章 総 則 第１章 総 則
第１節 総 則 第１節 総 則
１－１－１ 適 用 １－１－１ 適 用

１．～５．［略］ １．～５．［略］
６．受注者は、信義に従って誠実に工事を履行し、監督職員の指示がない限り工事を継 ６．受注者は、信義に従って誠実に工事を履行し、監督職員の指示がない限り工事を継

続しなければならない。ただし、契約書第28条に定める内容等の措置を行う場合は、 続しなければならない。ただし、契約書第26条に定める内容等の措置を行う場合は、
この限りではない。 この限りではない。

７．～８．［略］ ７．～８．［略］

１－１－２ 用語の定義 １－１－２ 用語の定義
共通仕様書における用語の定義は、次に定めるところによる。 共通仕様書における用語の定義は、次に定めるところによる。

（１）～（16）［略］ （１）～（16）［略］
（17）「監督職員」とは、契約書第10条第１項の規定に基づき発注者が契約の適正な履 （17）「監督職員」とは、契約書第９条第１項の規定に基づき発注者が契約の適正な履

行を確保するため定めた者をいう。 行を確保するため定めた者をいう。
（18）「検査員」とは、契約書第34条第２項の規定による工事検査を行うため発注者が （18）「検査員」とは、契約書第32条第２項の規定による工事検査を行うため発注者が

定めた者をいう。 定めた者をいう。
（19）～（25）［略］ （19）～（25）［略］
（26）「連絡」とは、監督職員と受注者または現場代理人の間で、監督職員が受注者に （26）「連絡」とは、監督職員と受注者または現場代理人の間で、監督職員が受注者に

対し、または受注者が監督職員に対し、契約書第19条に該当しない事項または緊 対し、または受注者が監督職員に対し、契約書第18 条に該当しない事項または緊
急で伝達すべき事項について、口頭、ファクシミリ、Ｅメールなどの署名または 急で伝達すべき事項について、口頭、ファクシミリ、Ｅメールなどの署名または
押印が不要な手段により互いに知らせることをいう。 押印が不要な手段により互いに知らせることをいう。

なお、後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。 なお、後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。
（27）～（31）［略］ （27）～（31）［略］
（32）「工事検査」とは、検査員が契約書第34条及び第42条に基づいて給付の確認を行 （32）「工事検査」とは、検査員が契約書第32条及び第39条に基づいて給付の確認を行

うこと、並びに契約書第33条に基づいて工事の実施状況の確認を行うことをいう。 うこと、並びに契約書第31条に基づいて工事の実施状況の確認を行うことをいう。
（33）～（34）［略］ （33）～（34）［略］
（35）「ＪＩＳ規格」とは、日本産業規格をいう。 （35）「ＪＩＳ規格」とは、日本工業規格をいう。

１－１－３ 設計図書の照査等 １－１－３ 設計図書の照査等
１．［略］ １．［略］
２．受注者は、施工前及び施工途中において、契約書第19条第１項第１号から第５号に ２．受注者は、施工前及び施工途中において、契約書第18条第１項第１号から第５号に

係わる設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合、監督職員にその事実の確認 係わる設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合、監督職員にその事実の確認
できる資料を書面により提出し、確認を求めなければならない。 できる資料を書面により提出し、確認を求めなければならない。

なお、確認できる資料とは、現場地形図、設計図との対比図、取合い図、施工図等 なお、確認できる資料とは、現場地形図、設計図との対比図、取合い図、施工図等
を含むものとする。 を含むものとする。

また、受注者は監督職員から更に詳細な説明、又は資料の追加の要求があった場合 また、受注者は監督職員から更に詳細な説明、又は資料の追加の要求があった場合
は従わなければならない。ただし、設計図書の照査範囲を超える資料の作成について は従わなければならない。ただし、設計図書の照査範囲を超える資料の作成について
は、契約書第20条に基づき監督職員からの指示によるものとする。 は、契約書第19条に基づき監督職員からの指示によるものとする。

３．［略］ ３．［略］

１－１－４ ［略］ １－１－４ ［略］

１－１－５ 施工計画書 １－１－５ 施工計画書
１．受注者は、工事着手前又は施工方法が確定した時期に工事目的物を完成するために １．受注者は、工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等について

必要な手順や工法等についての施工計画書を監督職員に提出しなければならない。 の施工計画書を監督職員に提出しなければならない。
［中略］ ［中略］

２．～３．［略］ ２．～３．［略］

１－１－６ ～ １－１－７ ［略］ １－１－６ ～ １－１－７ ［略］

１－１－８ 監督職員 １－１－８ 監督職員
１．契約書の規定に基づき発注者が監督職員に委任した権限は、契約書第10条第２項に １．契約書の規定に基づき発注者が監督職員に委任した権限は、契約書第９条第２項に

規定した事項である。 規定した事項である。
２．［略］ ２．［略］
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宮城県農業土木工事共通仕様書 一部改定新旧対照表 （令和２年１０月）
（下線の部分は改定部分）

＜ 改正後（令和2年10月） ＞ ＜ 現 行（令和元年10月） ＞ ＜ 備 考 ＞

１－１－９ 現場技術業務における現場代理人 １－１－９ 現場技術業務における現場代理人
受注者は、設計図書で公団等に委託した現場代理人の配置が示された場合には、次 受注者は、設計図書で公団等に委託した現場代理人の配置が示された場合には、次

によらなければならない。 によらなければならない。
（１）現場代理人等が監督職員に代わり現場で立会等を行う場合には、その業務に協力 （１）現場代理人等が監督職員に代わり現場で立会等を行う場合には、その業務に協力

しなければならない。また、書類（施工計画書、報告書、データ、図面等）の提出 しなければならない。また、書類（施工計画書、報告書、データ、図面等）の提出
に関し、説明を求められた場合はこれに応じなければならない。 に関し、説明を求められた場合はこれに応じなければならない。

ただし、現場代理人は、契約書第10条に規定する監督職員ではなく、指示、承諾、 ただし、現場代理人は、契約書第９条に規定する監督職員ではなく、指示、承諾、
協議及び確認の適否等を行う権限は有しないものである。 協議及び確認の適否等を行う権限は有しないものである。

（２）・（３）［略］ （２）・（３）［略］

１－１－10 主任技術者等の資格 １－１－10 主任技術者等の資格
１．受注者は、契約書第11条第１項に規定する技術者として、当該工事の業種に対応す １．受注者は、契約書第10条第１項に規定する技術者として、当該工事の業種に対応す

る技術者要件を満たす主任技術者を配置しなければならない。 る技術者要件を満たす主任技術者を配置しなければならない。
２．～５．［略］ ２．～５．［略］

１－１－10－２ 監理技術者 １－１－10－２ 監理技術者
工事請負契約書第11条に定める監理技術者の通知にあたっては、建設業法第26条第 工事請負契約書第10条に定める監理技術者の通知にあたっては、建設業法第26条第

4項に定められたものを選任しなければならない。なお、監理技術者資格証の写しを 4項に定められたものを選任しなければならない。なお、監理技術者資格証の写しを
添付するものとする。 添付するものとする。
（注）監理技術者を配置する工事は、特定建設業のうち建築工事以外で下請契約の合 （注）監理技術者を配置する工事は、特定建設業のうち建築工事以外で下請契約の合
計が4,000万円以上の工事である。 計が4,000万円以上の工事である。

１－１－10－３ ～ １－１－12 ［略］ １－１－10－３ ～ １－１－12 ［略］

１－１－13 工事の下請負 １－１－13 工事の下請負
１．［略］ １．［略］
（１）・（２）［略］ （１）・（２）［略］
（３）下請負人は、当該下請工事の施工能力を有すること。 （３）下請負人は、当該下請工事の施工能力を有すること。

なお、下請契約を締結するときは、下請負に使用される技術者、技能労働者等の
賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が適正に整備される
よう、市場における労務の取引価格、保険料等を的確に反映した適正な額の請負代
金及び適正な工期等を定める下請け契約を締結しなければならない。

（４）下請負人は、契約書第８条第１項に基づく社会保険等の届出をしていること。 （４）下請負人は、契約書第７条の２第１項に基づく社会保険等の届出をしていること。
ただし、当該届出の義務がない者はこの限りでない。 ただし、当該届出の義務がない者はこの限りでない。

２．［略］ ２．［略］

１－１－14 施工体制台帳及び施工体系図 １－１－14 施工体制台帳及び施工体系図
１．受注者は、建設業法第24 条の７第１項の規定に基づき作成した施工体制台帳につ １．受注者は、建設業法第24 条の７第１項の規定に基づき作成した施工体制台帳につ

いて、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第15条第２項に基づき、 いて、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第15条第２項に基づき、
必要書類を添付しその写しを監督職員に提出しなければならない。 必要書類を添付しその写しを監督職員に提出しなければならない。

［削除］ なお、監理技術者、主任技術者（下請負人を含む）及び専任する専門技術者の顔写
真を添付するものとする。

２．～４．［略］ ２．～４．［略］

１－１－15 ～ １－１－16 ［略］ １－１－15 ～ １－１－16 ［略］

１－１－17 工事の一時中止 １－１－17 工事の一時中止
１．発注者は、契約書第21条の規定に基づき次の各号に該当する場合において、受注者 １．発注者は、契約書第20条の規定に基づき次の各号に該当する場合において、受注者

に対してあらかじめ書面をもって中止内容を通知したうえで、必要とする期間、工事 に対してあらかじめ書面をもって中止内容を通知したうえで、必要とする期間、工事
の全部又は一部の施工について一時中止を命じるものとする。 の全部又は一部の施工について一時中止を命じるものとする。

（１）契約書第17条に規定する工事用地が確保されない場合 （１）契約書第16条に規定する工事用地が確保されない場合
（２）～（６）［略］ （２）～（６）［略］
２．～３．［略］ ２．～３．［略］

１－１－18 ［略］ １－１－18 ［略］
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宮城県農業土木工事共通仕様書 一部改定新旧対照表 （令和２年１０月）
（下線の部分は改定部分）

＜ 改正後（令和2年10月） ＞ ＜ 現 行（令和元年10月） ＞ ＜ 備 考 ＞

１－１－19 工期変更 １－１－19 工期変更
１．契約書第16条第７項、第18条第１項、第19条第５項、第20条、第21条、第23条、 １．契約書第15条第７項、第17条第１項、第18条第５項、第19条、第20条、第21条、

第24条第１項及び第25条の規定に基づく工事の変更について、当該変更が契約書第25 第22条第１項及び第23条の規定に基づく工事の変更について、当該変更が契約書第23
条の工期変更協議の対象であるか否かを監督職員と受注者との間で確認するものとす 条の工期変更協議の対象であるか否かを監督職員と受注者との間で確認するものとす
る。（以下「事前協議」という。） る。（以下「事前協議」という。）

２．［略］ ２．［略］
３．受注者は、契約書第19条第５項に基づき工事内容の変更又は設計図書の訂正が行わ ３．受注者は、契約書第18条第５項に基づき工事内容の変更又は設計図書の訂正が行わ

れた場合、事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、 れた場合、事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、
必要とする変更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付のうえ、契約書 必要とする変更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付のうえ、契約書
第25条第2項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなけれ 第23条第2項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなけれ
ばならない。 ばならない。

４．受注者は、契約書第20条に基づく工事内容の変更又は契約書第21条に基づく工事 ４．受注者は、契約書第19条に基づく工事内容の変更又は契約書第20条に基づく工事
の全部若しくは一部の施工が一時中止となった場合、事前協議において工期変更協議 の全部若しくは一部の施工が一時中止となった場合、事前協議において工期変更協議
の対象であると確認された事項について、必要とする変更日数の算出根拠、変更工程 の対象であると確認された事項について、必要とする変更日数の算出根拠、変更工程
表その他必要な資料を添付のうえ、契約書第25条第2項に定める協議開始の日までに 表その他必要な資料を添付のうえ、契約書第23条第2項に定める協議開始の日までに
工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。

５．受注者は、契約書第23条に基づき工期の延長を求める場合、事前協議において工 ５．受注者は、契約書第21 条に基づき工期の延長を求める場合、事前協議において工
期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする延長日数の算出根拠、 期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする延長日数の算出根拠、
変更工程表その他必要な資料を添付のうえ、契約書第25条第2項に定める協議開始の 変更工程表その他必要な資料を添付のうえ、契約書第23条第2項に定める協議開始の
日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。

６．受注者は、契約書第24条第１項に基づき工期の短縮を求められた場合、事前協議に ６．受注者は、契約書第22条第１項に基づき工期の短縮を求められた場合、事前協議に
おいて工期変更協議の対象であると確認された事項について、可能な短縮日数の算出 おいて工期変更協議の対象であると確認された事項について、可能な短縮日数の算出
根拠、変更工程表その他必要な資料を添付のうえ、契約書第25条第2項に定める協議 根拠、変更工程表その他必要な資料を添付のうえ、契約書第23条第2項に定める協議
開始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 開始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。

１－１－20 支給材料及び貸与品 １－１－20 支給材料及び貸与品
１．［略］ １．［略］
２．受注者は、契約書第16条第１項の規定に基づき、工事材料の支給を受ける場合、材 ２．受注者は、契約書第15条第１項の規定に基づき、工事材料の支給を受ける場合、材

料の品名、数量、規格等を記した支給材料（又は貸与品）請求書を作成し、その使用 料の品名、数量、規格等を記した支給材料（又は貸与品）請求書を作成し、その使用
予定日の前日までに監督職員に提出しなければならない。 予定日の前日までに監督職員に提出しなければならない。

３．契約書第16条第１項に規定する「引渡場所」、「引渡時期」及び「引渡方法」につ ３．契約書第15条第１項に規定する「引渡場所」、「引渡時期」及び「引渡方法」につ
いては、設計図書又は監督職員の指示によるものとする。引渡し場所からの積込み、 いては、設計図書又は監督職員の指示によるものとする。引渡し場所からの積込み、
荷卸しを含む運搬に係る費用と責任は、受注者の負担とする。なお、引渡終了後、契 荷卸しを含む運搬に係る費用と責任は、受注者の負担とする。なお、引渡終了後、契
約書第16条第３項の規定に基づき、支給材料(又は貸与品)受領(又は借用)書を作成 約書第１５条第３項の規定に基づき、支給材料(又は貸与品)受領(又は借用)書を作成
し、引渡の日から７日以内に監督職員に提出しなければならない。 し、引渡の日から７日以内に監督職員に提出しなければならない。

４．～５．［略］ ４．～５．［略］
６．受注者は、契約書第16条第９項に定める「不用となった支給材料又は貸与品」につ ６．受注者は、契約書第15条第９項に定める「不用となった支給材料又は貸与品」につ

いて、支給材料(又は貸与品)返還書を監督職員に提出し、指示に従わなければならな いて、支給材料(又は貸与品)返還書を監督職員に提出し、指示に従わなければならな
い。 い。

なお、返還が完了するまで材料の損失に対する責任を免れることはできないものと なお、返還が完了するまで材料の損失に対する責任を免れることはできないものと
する。また、返還に要する費用は、受注者の負担とする。 する。また、返還に要する費用は、受注者の負担とする。

７．その他については、契約書第16条の規定によるものとする。 ７．その他については、契約書第15条の規定によるものとする。

１－１－21 ～ １－１－23 ［略］ １－１－21 ～ １－１－23 ［略］

１－１－24 工事材料の品質 １－１－24 工事材料の品質
１．契約書第14条第１項に規定する「中等の品質」とは、ＪＩＳ規格に適合したもの、 １．契約書第13条第１項に規定する「中等の品質」とは、ＪＩＳ規格に適合したもの、

又はこれと同等以上の品質を有するものをいう。 又はこれと同等以上の品質を有するものをいう。
２．［略］ ２．［略］

１－１－25 監督職員による検査（確認を含む）及び立会等 １－１－25 監督職員による検査（確認を含む）及び立会等
１．～５．［略］ １．～５．［略］
６．受注者は、契約書第10条第２項第３号、第14条第２項又は第15条第１項若しくは同 ６．受注者は、契約書第９条第２項第３号、第13条第２項又は第14条第１項若しくは同

条第２項の規定に基づき、監督職員の立会を受け、材料検査に合格した場合にあって 条第２項の規定に基づき、監督職員の立会を受け、材料検査に合格した場合にあって
も、契約書第18条及び第33条に規定する義務を免れないものとする。 も、契約書第17条及び第31条に規定する義務を免れないものとする。

７．～９．［略］ ７．～９．［略］
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宮城県農業土木工事共通仕様書 一部改定新旧対照表 （令和２年１０月）
（下線の部分は改定部分）

＜ 改正後（令和2年10月） ＞ ＜ 現 行（令和元年10月） ＞ ＜ 備 考 ＞

１－１－26 ・ １－１－27 ［略］ １－１－26 ・ １－１－27 ［略］

１－１－28 工事完成検査 １－１－28 工事完成検査
１．受注者は、契約書第34条の規定に基づき、完成通知書を監督職員に提出する際に、 １．受注者は、契約書第32条の規定に基づき、完成通知書を監督職員に提出する際に、

次の各号に掲げる要件をすべて満たさなくてはならない。 次の各号に掲げる要件をすべて満たさなくてはならない。
（１）設計図書（追加、変更指示も含む。）に示されるすべての工事が完成しているこ （１）設計図書（追加、変更指示も含む。）に示されるすべての工事が完成しているこ

と。 と。
（２）契約書第18条第1項の規定に基づき、監督職員の請求した改造が完了しているこ （２）契約書第17条第1項の規定に基づき、監督職員の請求した改造が完了しているこ

と｡ と｡
（３）・（４）［略］ （３）・（４）［略］
２．～５．［略］ ２．～５．［略］

１－１－29 出来高検査 １－１－29 出来高検査
１．受注者は、契約書第41条第2項の部分払いの確認請求を行った場合、又は契約書第 １．受注者は、契約書第38条第2項の部分払いの確認請求を行った場合、又は契約書第

42条第１項の工事完成の通知を行った場合は、既済部分に係る検査を受けなければな 39条第１項の工事完成の通知を行った場合は、既済部分に係る検査を受けなければな
らない。 らない。

２．受注者は、契約書第41条に基づく部分払いの請求を行う場合、１の検査を受ける前 ２．受注者は、契約書第38条に基づく部分払いの請求を行う場合、１の検査を受ける前
に監督職員の指示により、工事の出来高に関する資料を作成し、監督職員に提出しな に監督職員の指示により、工事の出来高に関する資料を作成し、監督職員に提出しな
ければならない。 ければならない。

３．～４．［略］ ３．～４．［略］

１－１－29－１ ～ １－１－30 ［略］ １－１－29－１ ～ １－１－30 ［略］

１－１－31 部分使用 １－１－31 部分使用
受注者は、発注者が契約書第36条の規定に基づく当該工事に係わる部分使用を行う 受注者は、発注者が契約書第34条の規定に基づく当該工事に係わる部分使用を行う

場合、監督職員による品質及び出来形等の検査（確認を含む）を受けるものとする。 場合、監督職員による品質及び出来形等の検査（確認を含む）を受けるものとする。

１－１－32 履行報告 １－１－32 履行報告
受注者は、契約書第12条の規定に基づき、契約の履行状況について工事履行報告書 受注者は、契約書第11条の規定に基づき、契約の履行状況について工事履行報告書

により監督職員に報告するものとする。 により監督職員に報告するものとする。

１－１－33 ～ １－１－38 ［略］ １－１－33 ～ １－１－38 ［略］

１－１－39 環境対策 １－１－39 環境対策
１．～４．［略］ １．～４．［略］
５．排出ガス対策型建設機械 ５．排出ガス対策型建設機械
（１）・（２）［略］ （１）・（２）［略］
［削る。］ （３）受注者は、（１）又は（２）の規定により使用する建設機械の写真を撮影し、工

事完了までに、これを監督職員へ提出しなければならない。
［中略］ ［中略］

６．～８．［略］ ６．～８．［略］

１－１－40 ［略］ １－１－40 ［略］

１－１－41 交通安全管理 １－１－41 交通安全管理
１．受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用する場合、積載物の落下 １．受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用する場合、積載物の落下

等により路面を損傷し、あるいは汚損することのないようにするとともに、第三者に 等により路面を損傷し、あるいは汚損することのないようにするとともに、第三者に
損害を与えないようにしなければならない。 損害を与えないようにしなければならない。
なお、第三者に損害を及ぼした場合は、契約書第30条によって処置するものとする。 なお、第三者に損害を及ぼした場合は、契約書第28条によって処置するものとする。

２．～11.［略］ ２．～11.［略］

１－１－42 諸法令、諸法規の遵守 １－１－42 諸法令、諸法規の遵守
１．［略］ １．［略］
（１）～（64）［略］ （１）～（64）［略］
（65）産業標準化法 （昭和24年法律第185号） （65）工業標準化法 （昭和24年法律第185号）
（66）～（71）［略］ （66）～（71）［略］
２．～３．［略］ ２．～３．［略］
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宮城県農業土木工事共通仕様書 一部改定新旧対照表 （令和２年１０月）
（下線の部分は改定部分）

＜ 改正後（令和2年10月） ＞ ＜ 現 行（令和元年10月） ＞ ＜ 備 考 ＞

１－１－43 ～ １－１－45 ［略］ １－１－43 ～ １－１－45 ［略］

１－１－46 提出書類 １－１－46 提出書類
１．［略］ １．［略］
２．契約書第10条第５項に規定する「設計図書に定めるもの」とは、請負代金額に係る ２．契約書第９条第５項に規定する「設計図書に定めるもの」とは、請負代金額に係る

請求書、代金代理受領承諾申請書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係 請求書、代金代理受領承諾申請書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係
る書類及びその他現場説明の際指定した書類をいう。 る書類及びその他現場説明の際指定した書類をいう。

１－１－47 ［略］ １－１－47 ［略］

１－１－48 不可抗力による損害 １－１－48 不可抗力による損害
１．契約書第31条第１項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」とは、次の各号に １．契約書第29条第１項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」とは、次の各号に

定めるものをいう。 定めるものをいう。
（１）～（３）［略］ （１）～（３）［略］
２．契約書第31条第２項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに ２．契約書第29条第２項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに

基づくもの」とは、本章１－１－34工事中の安全管理及び契約書第28条に規定する臨 基づくもの」とは、本章１－１－34工事中の安全管理及び契約書第26条に規定する臨
機の措置を行ったと認められないもの及び災害の一因が施工不良等受注者の責による 機の措置を行ったと認められないもの及び災害の一因が施工不良等受注者の責による
とされるものをいう。 とされるものをいう。

１－１－49 ～ １－１－53 ［略］ １－１－49 ～ １－１－53 ［略］

第２章 材 料 ［略］ 第２章 材 料 ［略］
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宮城県農業土木工事共通仕様書 一部改定新旧対照表 （令和２年１０月）
（下線の部分は改定部分）

＜ 改正後（令和2年10月） ＞ ＜ 現 行（令和元年10月） ＞ ＜ 備 考 ＞

第３章 施工共通事項 第３章 施工共通事項
第１節 ～ 第６節 ［略］ 第１節 ～ 第６節 ［略］

第７節 コンクリート 第７節 コンクリート
３－７－１ ［略］ ３－７－１ ［略］

３－７－２ レディーミクストコンクリート ３－７－２ レディーミクストコンクリート
１．受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合には、産業標準化法に基づ １．受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合には、工業標準化法に基づ

き国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により認証を受けた工場（ＪＩ き国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により認証を受けた工場（ＪＩ
Ｓマーク表示認証製品を製造している工場）で、かつ、コンクリートの製造、施工、 Ｓマーク表示認証製品を製造している工場）で、かつ、コンクリートの製造、施工、
試験、検査及び管理などの技術的業務を実施する能力のある技術者（ｺﾝｸﾘｰﾄ主任技士 試験、検査及び管理などの技術的業務を実施する能力のある技術者（ｺﾝｸﾘｰﾄ主任技士
等）が常駐しており、配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場(全国生コン 等）が常駐しており、配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場(全国生コン
クリート品質管理監査会議の策定した統一監査基準に基づく監査に合格した工場等) クリート品質管理監査会議の策定した統一監査基準に基づく監査に合格した工場等)
から選定し、ＪＩＳ Ａ5308（レディーミクストコンクリート）に適合するものを用 から選定し、ＪＩＳ Ａ5308（レディーミクストコンクリート）に適合するものを用
いなければならない。 いなければならない。

２．受注者は、産業標準化法に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関） ２．受注者は、工業標準化法に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）
により認証を受けた工場（ＪＩＳマーク表示認証製品を製造している工場）で製造さ により認証を受けた工場（ＪＩＳマーク表示認証製品を製造している工場）で製造さ
れ、ＪＩＳ Ａ 5308（レディーミクストコンクリート）により粗骨材最大寸法、空 れ、ＪＩＳ Ａ 5308（レディーミクストコンクリート）により粗骨材最大寸法、空
気量、スランプ、水セメント比及び呼び強度等が指定されるレディーミクストコンク 気量、スランプ、水セメント比及び呼び強度等が指定されるレディーミクストコンク
リートについては、配合に臨場するとともに、製造工場の材料試験結果、配合の決定 リートについては、配合に臨場するとともに、製造工場の材料試験結果、配合の決定
に関する確認資料を整備・保管し、監督職員から請求があった場合は遅滞なく提示す に関する確認資料を整備・保管し、監督職員から請求があった場合は遅滞なく提示す
るとともに、検査時までに監督職員へ提出しなければならない。 るとともに、検査時までに監督職員へ提出しなければならない。

３．［略］ ３．［略］
４．受注者は、産業標準化法に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関） ４．受注者は、工業標準化法に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）

により認証を受けた工場（ＪＩＳマーク表示認証製品を製造している工場）でない工 により認証を受けた工場（ＪＩＳマーク表示認証製品を製造している工場）でない工
場で製造したレディーミクストコンクリート及び本条１．に規定する工場であっても 場で製造したレディーミクストコンクリート及び本条１．に規定する工場であっても
ＪＩＳ Ａ 5308（レディーミクストコンクリート）以外のレディーミクストコンク ＪＩＳ Ａ 5308（レディーミクストコンクリート）以外のレディーミクストコンク
リートを用いる場合には、設計図書及び本章「３－７－３配合」及び「３－７－４材 リートを用いる場合には、設計図書及び本章「３－７－３配合」及び「３－７－４材
料の計量」の規定によるとともに、配合に臨場し、製造工場の材料試験結果、配合の 料の計量」の規定によるとともに、配合に臨場し、製造工場の材料試験結果、配合の
決定に関する資料を監督職員に提出し、確認を得なければならない。 決定に関する資料を監督職員に提出し、確認を得なければならない。

５．～６．［略］ ５．～６．［略］

３－７－３ ～ ３－７－１４ ［略］ ３－７－３ ～ ３－７－１４ ［略］

第８節 型枠及び支保工 第８節 型枠及び支保工

３－８－１ ［略］ ３－８－１ ［略］

３－８－２ 型 枠 ３－８－２ 型 枠
１．～２．［略］ １．～２．［略］
３．受注者は、型枠を締付けるに当たり、ボルト又は棒鋼を用いなければならない。ま ３．受注者は、型枠を締付けるに当たり、ボルト又は棒鋼を用いなければならない。ま

た、外周をバンド等で締付ける場合、その構造、施工手順等を施工計画書に記載しな た、外周をバンド等で締付ける場合、その構造、施工手順等を施工計画書に記載しな
ければならない。 ければならない。

なお、これらの締付け金物を型枠取り外し後、コンクリート表面に残してはならな なお、これらの締付け金物を型枠取り外し後、コンクリート表面（コンクリート表
い。 面から2.5cm の間にあるボルト、棒鋼等を含む）に残してはならない。

４．受注者は、型枠穴の補修に当たり、本体コンクリ－トと同等以上の品質を有するモ ［新設］
ルタル等で埋める鋼材腐食防止対策を講ずるものとし、特に水密性を要する構造物で
は弱点とならないように入念に施工を行う。その内容は施工計画書に記載しなければ
ならない。

５．受注者は、「グリーン購入法」第６条の規定に基づく「環境物品等の調達の推進に ４．受注者は、「グリーン購入法」第６条の規定に基づく「環境物品等の調達の推進に
関する基本方針」に定める特定調達品目の合板型枠を積極的に使用するものとする。 関する基本方針」に定める特定調達品目の合板型枠を積極的に使用するものとする。

３－８－３ ［略］ ３－８－３ ［略］

第９節 ～ 第21節 ［略］ 第９節 ～ 第21節 ［略］
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宮城県農業土木工事共通仕様書 一部改定新旧対照表 （令和２年１０月）
（下線の部分は改定部分）

＜ 改正後（令和2年10月） ＞ ＜ 現 行（令和元年10月） ＞ ＜ 備 考 ＞

第２編 工事別編 第２編 工事別編
第１章・第２章 ［略］ 第１章・第２章 ［略］

第３章 農道工事 第３章 農道工事

第１節 ～ 第13節 ［略］ 第１節 ～ 第13節 ［略］

第14節 付帯施設工 第14節 付帯施設工
３－14－１・３－14－２ ［略］ ３－14－１・３－14－２ ［略］

３－14－３ 標識工 ３－14－３ 標識工
１．［略］ １．［略］
２．材料 ２．材料
（１）標識工で使用する標識の品質規格は次によるものとする。 （１）標識工で使用する標識の品質規格は次によるものとする。

１）～３）［略］ １）～３）［略］
４）反射シート ４）反射シート

［中略］ ［中略］

表　3-14-1　反射性能（反射シートの再帰反射係数）

観測角° 入射角° 白 黄 赤 青 緑

封

入

レ

ン

ズ

型

　12´

(0.2°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］

　20´

(0.33°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］

２°

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］

カ

プ

セ

ル

レ

ン

ズ

型

　12´

(0.2°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］

　20´

(0.33°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ 67 ［略］ ［略］ ［略］

［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］

２°

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］

表　3-14-1　反射性能（反射シートの再帰反射係数）

観測角° 入射角° 白 黄 赤 青 緑

封

入

レ

ン

ズ

型

　12´

(0.2°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

40° 10 7.0 2.0 0.5 1.5

　20´

(0.33°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

40° 9.0 6.0 1.8 0.4 1.2

２°

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

40° 1.5 1.0 0.3 0.06 0.2

カ

プ

セ

ル

レ

ン

ズ

型

　12´

(0.2°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

40° 110 70 16 8.0 16

　20´

(0.33°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ 57 ［略］ ［略］ ［略］

40° 95 54 13 7.0 11

２°

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

40° 1.5 1.0 0.3 0.06 0.2
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宮城県農業土木工事共通仕様書 一部改定新旧対照表 （令和２年１０月）
（下線の部分は改定部分）

＜ 改正後（令和2年10月） ＞ ＜ 現 行（令和元年10月） ＞ ＜ 備 考 ＞

注）［略］ 注）［略］
（２）・（３）［略］ （２）・（３）［略］

(旧)

広

角

プ

リ

ズ

ム

型

　12´

(0.2°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　20´

(0.33°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　30´

(0.5°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

１°
５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

封

入

プ

リ

ズ

ム

型

　12´

(0.2°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　20´

(0.33°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　30´

(0.5°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

１°
５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

カ

プ

セ

ル

プ

リ

ズ

ム

型

　12´

(0.2°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　20´

(0.33°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　30´

(0.5°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

１°
５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

広

角

プ

リ

ズ

ム

型

　12´

(0.2°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　20´

(0.33°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　30´

(0.5°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

１°
５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

(旧)

広

角

プ

リ

ズ

ム

型

　12´

(0.2°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　20´

(0.33°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　30´

(0.5°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

１°
５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

封

入

プ

リ

ズ

ム

型

　12´

(0.2°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　20´

(0.33°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　30´

(0.5°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

１°
５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

カ

プ

セ

ル

プ

リ

ズ

ム

型

　12´

(0.2°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　20´

(0.33°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　30´

(0.5°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

１°
５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

広

角

プ

リ

ズ

ム

型

　12´

(0.2°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　20´

(0.33°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

　30´

(0.5°）

５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

１°
５° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

30° ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］
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宮城県農業土木工事共通仕様書 一部改定新旧対照表 （令和２年１０月）
（下線の部分は改定部分）

＜ 改正後（令和2年10月） ＞ ＜ 現 行（令和元年10月） ＞ ＜ 備 考 ＞

３．標識工 ３．標識工
（１）［略］ （１）［略］

１）・２）［略］ １）・２）［略］
３）受注者は、標識板基板表面をサンドペーパーや機械的方法により研磨（サウ ３）受注者は、標識板基板表面を機械的に研磨（サウンディング処理）しラッカ

ンディング処理）しラッカーシンナーまたは、表面処理液（弱アルカリ性界面活 ーシンナーまたは、表面処理液（弱アルカリ性処理液）で脱脂洗浄を施した後乾
性剤）で脱脂洗浄を施した後乾燥を行い、反射シートを貼付けるのに最適な表面 燥を行い、反射シートを貼付けるのに最適な表面状態を保たなければならない。
状態を保たなければならない。 ４）［略］

４）［略］ ５）受注者は、重ね貼り方式又はスクリーン印刷方式により、反射シートの貼付け
５）受注者は、重ね貼り方式又はスクリーン印刷方式により、反射シートの貼付け をしなければならない。

をしなければならない。
印刷乾燥後は色むら・にじみ・ピンホールが無いことを確認しなければならな

い。また、必要がある場合はインク保護などを目的とした、クリア－やラミネー
ト加工を行うものとする。

６）・７）［略］ ６）・７）［略］
８）受注者は、２枚以上の反射シートを接合して使用する場合には、10㎜以上重ね ８）受注者は、２枚以上の反射シートを接合して使用する場合には、5～10㎜程度

合わせなければならない。 重ね合わせなければならない。
９）・10）［略］ ９）・10）［略］
11）受注者は、設計図書に示すとおり標識板に取付け金具及び補強金具（補強リブ） 11）受注者は、設計図書に示すとおり標識板に取付け金具及び補強金具（補強リブ）

すべてを工場でスポット溶接により取付けなければならない。 すべてを工場でスポット溶接により取付けなければならない。
なお、標識板の表面にヒズミがでないように溶接しなければならない。 なお、標識板の表面にヒズミがでないように溶接しなければならない。

アルミニウム合金材の溶接作業は（一般社団法人）軽金属溶接協会規格 LWSP
7903-1979「スポット溶接作業標準（アルミニウム及びアルミニウム合金）」（（一
般社団法人）日本溶接協会規格 WES7302と同一規格）を参考に行うことが望ま
しい。

12）～16）［略］ 12）～16）［略］
17）受注者は、支柱用鋼管及び取付鋼板などに溶融亜鉛めっきする場合、その付着 17）受注者は、支柱用鋼管及び取付け鋼板などに溶融亜鉛めっきする場合、その付

量をＪＩＳ Ｈ 8641（溶融亜鉛めっき）２種の（ＨＤＺ55）550g/㎡（片面の付 着量をＪＩＳ Ｈ 8641（溶融亜鉛めっき）２種の（ＨＤＺ55）550g/㎡（片面の
着量）以上としなければならない。ただし、厚さ3.2mm 以上、６ mm 未満の鋼 付着量）以上としなければならない。ただし、厚さ3.2mm 以上、６ mm 未満の
材については２種（ＨＤＺ45）450g/㎡以上、厚さ3.2mm未満の鋼材については 鋼材については２種（ＨＤＺ45）450g/㎡以上、厚さ3.2mm未満の鋼材については
２種（ＨＤＺ35）350g/ ㎡（片面の付着量）以上とするものとする。 ２種（ＨＤＺ35）350g/ ㎡（片面の付着量）以上とするものとする。

18）～21）［略］ 18）～21）［略］
（２）・（３）［略］ （２）・（３）［略］

３－14－４・３－14－７ ［略］ ３－14－４・３－14－７ ［略］

第４章 ～ 第13章 ［略］ 第４章 ～ 第13章 ［略］

第14章 頭首工工事 第14章 頭首工工事

第１節 ～ 第８節 ［略］ 第１節 ～ 第８節 ［略］

第９節 管理橋上部工 第９節 管理橋上部工
14－９－１ ［略］ 14－９－１ ［略］

14－９－２ プレテンション桁購入工 14－９－２ プレテンション桁購入工
１．受注者は、プレテンション桁を購入する場合、産業標準化法に基づき国に登録され １．受注者は、プレテンション桁を購入する場合、改正工業標準化法（平成16年6月）

た民間の第三者機関（登録認証機関）により認証を受けた工場（ＪＩＳマーク表示認 に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により認証を受けた工場
証製品を３．標識工製造している工場）において製作したものを用いなければならな （ＪＩＳマーク表示認証製品を製造している工場）において製作したものを用いなけ
い。 ればならない。

２．～３．［略］ ２．～３．［略］

14－９－３ ～ 14－９－12 ［略］ 14－９－３ ～ 14－９－12 ［略］

第15章 ～ 第20章 ［略］ 第15章 ～ 第20章 ［略］
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宮城県農業土木工事共通仕様書 一部改定新旧対照表 （令和２年１０月）
（下線の部分は改定部分）

＜ 改正後（令和2年10月） ＞ ＜ 現 行（令和元年10月） ＞ ＜ 備 考 ＞

宮城県農業土木工事共通仕様書に基づく提出様式 宮城県農業土木工事共通仕様書に基づく提出様式

目次 目次
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（下線の部分は改定部分）

＜ 改正後（令和2年10月） ＞ ＜ 現 行（令和元年10月） ＞ ＜ 備 考 ＞

段階確認書・立会願 段階確認書・立会願
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＜ 改正後（令和2年10月） ＞ ＜ 現 行（令和元年10月） ＞ ＜ 備 考 ＞

施工体制台帳（顔写真） 施工体制台帳（顔写真）

［削る。］
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再生資源化等報告書 再生資源化等報告書


